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日本病院会 2024 年度第 2 回定期理事会 2024.7.3 於 ホテルグリーンパーク津 

 

【相澤会長挨拶】 

・ 政治の不安定な状況が続いており、先行きは不透明になっている。骨太の方

針が公表されたが履行できるのか。病院としてはやるべきことをやるのみか

と考えている。現在進んでいる地域医療構想に関する検討は重要であり、日

病としても議論を重ねて、秋までに会としての意見をまとめたい。 

【承認事項】 

1. 正会員の状況（2024 年 07 月 03 日現在） 

 
全国の会員率は 31.6％、愛知県は 37.6％。引き続き会員数の増加に取り組む 

2. 人間ドック健診施設機能評価 認定承認について 

新規 1 施設、更新 4 施設を適格と認め、認定を承認した 

3. 日本病院会 病院総合医育成プログ基準【細則】の改定案が承認された 

 更新の要件に（1）講習会・セミナー等への参加、（2）病院総合医としての

活動等に関する具体的な内容を追記した 

4. 令和 7 年度税制改正に関する要望事項 

 国税 7 項目（控除対象外消費税等を病院が負担しないように税制上の措置

を含めた抜本的な対応を行うこと他）、地方税 2 項目（社会保険診療報酬に係

る事業税非課税措置を存続すること他）に加えて、地域医療の拠点としての

役割と税制に関する要望（新興感染症の流行や災害の発生時に、病院が地域

医療の重要な拠点としての役割を十分に果たせるよう、新興感染症や災害へ

の対応に係る税制上の各種手当を整備しておくこと）を提案する 

5. 一般社団法人日本病院会京都府支部（78 施設）の設立が承認された 
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【報告事項】 

 1. 各委員会等の開催報告について 

 ①病院中堅職員育成研修 経営管理コース、人事・労務管理コース 

・ それぞれ修了者 16 名（累計 1,399 名）、修了者 33 名（累計 1,252 名）で、満

足度、理解度は高かった。業務へのやる気や取り組み方に対しての意識の変

化は 77％にみられ、ほぼ全員が他の人にも受講を勧めると答えていた  

☆日本病院会の講習会・セミナー・通信教育を有効に活用してほしい  

 

②医業税制委員会 

・ 厚生労働省より、「医療用機器等の特別償却制度に関するアンケート」につい

て協力依頼があった。財務省への働きかけに向けた基礎資料としたいので、

より多くの回答を求めている 

・ 副委員長から、医療機器の保守に関するコストが高騰していることについて

問題提起があった。医療機器の保守費については比較検討が難しく、また、

検査機器の保守に際してメーカー指定の試薬を購入させられるなど、不当な

取引が行われている実態もあることから、今後、調査を含めて検討が必要で

はないか、との意見があった 

③診療情報管理士教育委員会 

・ 第 85 回診療情報管理士の認定では 1,640 名が認定され、累計が 47,257 名と

なったことなどが報告された。 
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④日本診療情報管理学会 生涯教育委員会 

・ 指定校や学会員の減少をふまえ、診療情報管理士がどのような業務を行って

いるか一般の方に認知してもらえるよう、SNS や YouTube 等を利用した広

報を検討する。  

・ 指定校には学会員でもなく学術大会の経験がない講師も多いため、指定校を

集め、日本診療情報管理学会で活躍している先生方と話し合う機会を設ける

よう検討する。 

2. 健康・医療・介護情報利活用検討会 電子処方箋等検討ワーキンググループ 

・ 趣旨：主として電子処方箋の更なる機能拡充等に係るシステム開発や運用ル

ールに関する検討を行う 

 

・ 運用を開始した 23,983 施設のほとんどが調剤薬局であり、病院は 132 施設

にとどまっている 

・ マイナポータル上でのマイナンバーカードを活用した電子署名の申請は未稼

働の状況 
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・ データの保存期間が 100 日に設定されている？ 電子カルテの保存期間との

相違が大きな問題であると指摘されていた 
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・ 救急時医療情報閲覧の試験運用は始まっているが、様々な問題点が発生して

いるようで、2024.10 に正式な運用が始められるか不透明 

・ 2025.01 に開始予定の院内処方については、検査薬の扱いなど複雑な状況へ

の対応ができるかどうかが課題である 
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3. 新たな地域医療構想に関する論点について 

・ 経済財政運営と改革の基本方針 2024、一部抜粋 
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・ 地域に密着した形での医療圏の再設定が必要ではないか 
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4. 2024 年度 病院経営定期調査について 

日病、全日病、医法協が合同で行う定期調査で、診療報酬改定が与える影響

を調査・検証し、会員病院の運営に資するとともに次回改定に向けて医療政

策が改善する資料として発信していくことを目的としている。回答率の確保

によりデータを精緻化し、そのデータに基づき提言することが必要不可欠に

なるため、多くの会員病院の協力をお願いする 

 

以上 

 

文責：谷口健次（小牧市民病院） 


